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 第 17 回  熊本県議会 道州制問題等調査特別委員会会議記録 

 

平成26年２月18日（火曜日） 

            午後１時29分開議 

            午後２時52分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

・道州制について 

講演「道州制の論点」及び意見交換  

――――――――――――――― 

出席委員（14人） 

        委 員 長 溝 口 幸 治 

        副委員長 池 田 和 貴 

        委  員 前 川   收 

        委  員 大 西 一 史 

        委  員 井 手 順 雄 

        委  員 松 田 三 郎 

        委  員 重 村   栄 

        委  員 田 代 国 広 

        委  員 松 岡   徹 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 渕 上 陽 一 

        委  員 杉 浦 康 治 

        委  員 前 田 憲 秀 

        委  員 甲 斐 正 法 

欠席委員（１人）  

委   員  増 永 慎 一 郎 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 総務部 

         部 長 岡 村 範 明 

 理事兼市町村・税務局長 楢木野 史 貴 

  首席審議員兼人事課長 金 子 徳 政 

        財政課長 福 島 誠 治 

        税務課長 渡 辺 克 淑 

     市町村行政課長 原     悟 

     市町村財政課長 髙 山 寿一郎 

企画振興部 

 総括審議員兼政策審議監 内 田 安 弘 

        企画課長 小 原 雅 晶 

健康福祉部 

首席審議員兼 

    健康福祉政策課長 古 閑 陽 一 

環境生活部 

首席審議員兼 

      環境政策課長 宮 尾 千加子 

商工観光労働部 

      政策審議監兼 

      商工政策課長 出 田 貴 康 

農林水産部 

    農林水産政策課長 田 中 純 二 

土木部 

        監理課長 成 富   守 

        審議員兼 

   都市計画課課長補佐 田 尻 雅 裕 

教育委員会事務局 

      教育政策課長 能 登 哲 也 

――――――――――――――― 

参考人 

 国立大学法人熊本大学政策創造研究教育セ

ンター 

教 授 上 野 眞 也 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

   政務調査課課長補佐 板 橋 徳 明 

   議事課主幹     左 座   守 

――――――――――――――― 

  午後１時29分開議 

○溝口幸治委員長 ただいまから第17回道州

制問題等調査特別委員会を開会いたします。 

 なお、本委員会に10名の傍聴の申し込みが

あっておりますので、これを認めることとい

たします。 
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 それでは、次第に従いまして議事を行いま

す。 

 本日は、本委員会に付託されている調査事

件の審議の参考とするため、国立大学法人熊

本大学政策創造研究教育センターの上野眞也

教授をお招きして、道州制に関する講演をい

ただくこととしております。 

 上野先生におかれましては、大変お忙しい

中にお時間を割いていただきまして、まこと

にありがとうございます。 

 上野先生のプロフィールにつきましては、

お手元に資料を配付しておりますので、それ

をごらんいただきたいというふうに思いま

す。 

 それでは早速、上野先生よろしくお願いい

たします。 

 

○上野参考人 ただいま御紹介いただきまし

た熊本大学の上野と申します。どうぞ、きょ

うはよろしくお願いいたします。 

 今、溝口先生から御紹介いただきましたよ

うに、私は熊本大学に勤務しておりますが、

それ以前は、熊本県庁に十数年前まで勤務を

しておりました。 

 地方自治の仕事を通して、市町村合併や道

州制の問題についても、尐し自分の問題とし

て感じるような機会も、私の人生の経験の中

にはございました。 

 これまで現委員長、それから最初は多分前

川先生でいらっしゃったと思いますが、道州

制問題等について、県議会ではもう７～８年

調査・研究をなさっていらっしゃるというこ

とは、県庁の方々から折々に話を聞いており

ます。また昨年は、精力的に東京に行かれ

て、各党、あるいは有識者の方々のお話を聞

かれたという話も伺っておりました。 

 本日、私が何をお話しできるのかなと御依

頼を受けて思ってきたところなんですが、多

分、本もたくさん出ています。それに、これ

までたくさん議論も聞かれてきたかと思いま

す。きょうは市民向けの講演会でもございま

せんので、できるだけ論点を絞って、恐縮で

すが、私の関心事に沿いながら絞らせていた

だくことになりますが、お話を尐し申し上げ

て、そしてできるだけその多くの時間を意見

交換のようなものに充てられたらなというふ

うに思っております。 

 きょうは、地方分権改革という議論の中で

行われてきています、この道州制の議論、あ

るいは平成の大合併だったわけですが、この

地方分権改革ということが何なんだろうとい

うことを、やっぱり繰り返し繰り返し気にな

っております。ここから入りながら、さらに

次には、政治の権力性といいますか、政治と

いうのは、やはりあるビジョンを実現するた

めに権力をもって行使するわけだろうと思い

ます。私も政治学者の端くれに位置しており

ますので、そういう観点から見ますと、権力

あるいは影響力、これは国政をあずかる方、

都道府県政をあずかる方、市町村をあずかる

方、それぞれ多分視野が違うのではないかな

と思います。このあたりの権力との絡み。 

 それから３番目に、道州制の議論というの

が推進派だとか反対派だとか、いろいろラベ

リングされてやられていますが、そういうも

のの中に含まれている事柄、意外とスルーし

て議論していることもあるかもしれませんの

で、道州制論の課題について尐し触れたいと

思います。 

 そして最後に、やっぱり一番大事なのは自

治って何だろうというところかなと思いま

す。あらゆるものが制度改革ではあります

が、自治を豊かにするということに向かって

いるはずだろうと思いたいのですが、往々に

して世の中はそういうふうには動かないとい

うこともこの世の常でありまして、では自治

を豊かにする、こういうふうなことで県議会

では何を議論していただきたいのか、私たち

は何を考えなくちゃいけないのか、みたいな

ことを尐し述べさせていただこうと思いま



第17回 熊本県議会 道州制問題等調査特別委員会会議記録（平成26年２月18日) 

 - 3 - 

す。 

 では本題に入る前に、この地図、とてもき

れいな地図でですね、私、好きなんで時々、

以前、道州制の本を共著で出させていただい

たときも使いました。ちょっと日本が逆さま

についています。つくった人は、ここに書い

てあります勝海舟さん。黒船がやってきて、

どこまで船が上がれるのか、それぞれの川と

か、港の深さなどを詳細に調べ上げた非常に

巨大な地図なんです。現在、国土地理院のほ

うに保管してありますが、こういう地形自身

は今も変わっておりません。 

 本題に入る前に、私たちの国の姿を尐しだ

け確認しておきたいと思います。 

 上のほうが６世紀、ちょうど律令制国家と

いう制度が中国から入ってきて、日本で行政

が、全国に統治体制ができ上がったときの国

の割り方です。もちろん畿内と呼ばれる関西

圏ですね、このあたりが中心ですよね。京都

あたりが中心なんですが、ここにもちゃんと

肥後の国がある。今の都道府県の地図と見て

も、そんなに変わらないような気がいたしま

す。もちろん、それぞれにつながる道は、東

海道だとか、山陽道だというように、使い方

も今も変わっておりません。やはり自然的な

もの、あるいは地域の勢力範囲、さまざまな

ものからこの統治範囲というのが当時決めら

れたものだろうと思われます。 

 そしてこちらが、下のほうが明治元年で

す。このときになりますと、この10の府と23

の県と277ですから、まあ300ぐらいの、尐し

小分けされておりますが、それでも実は大く

くりの部分については、そう今の都道府県と

は変わりないように見えます。この後、廃藩

置県があり、さらに幾つかの県、例えば島根

から鳥取が分かれるとか、愛媛から香川が出

てくるとか、幾つかのやりとりがもちろんあ

りますが、現在の形になって確かに久しいわ

けですね。でも戦後、都道府県が全く変わっ

てないかというと、そういうわけじゃなく、

１つは沖縄が入ってきました。それから戦時

中には、東京府がなくなって、市と合併させ

られて都が生まれています。ですから120年

間全く動かなかったというわけではなく、そ

れはそれなりに変化はあったんだろうと。た

だ市町村でいいますと、７万近くあったもの

が3,200～3,300になり、そして現在1,700ぐ

らいですから、市町村のほうは、相当数の変

化があっております。 

 片方で今、人口問題が非常に深刻化してき

ている。特に人口の増加がとまって逆転し始

めたので、私たちはあらゆる社会制度、年金

や働き方や住まい方、こういうものについて

発想の転換をしなくちゃいけないような時代

に入ってきつつあるわけです。尐し長いスパ

ンで考えてみると、私たちが生きてきた時代

というのはとても異常な時代でありまして、

江戸の享保の改革ぐらいから明治ぐらいまで

は、大体3,000万、ここから一気に人口がふ

えて、そして近い将来に、多分大正時代ぐら

いのところまで人口を戻すだろうと言われて

おります。こんな昔のことを話しても何にな

るのという見方もあれば、逆に、私たちの国

というのはこれぐらいで暮らしてきていた。

そういう中で外国人を入れなければ、ここま

で人口が減っていくわけですが、多分どこか

でとまると思われます。それに向けた、さま

ざまな制度の再転換はちょっときついです

が、ある意味で、その見通しを持って、政治

的、行政的対忚をやっていけるという問題で

もあるかもしれません。 

 これは後で、お帰りの際に資料をお渡しし

たいと思いますが、各ブロックごと、北九州

とか南九州とか分けてありますが、これが、

この辺平成ですね、大正、江戸時代、奈良時

代、それからずっと古代。やはり非常に長い

スパンで見ますと、時代時代によって人々が

住むところ、たくさん人が住んでいるところ

は変化しています。 

 とりわけ非常におもしろいのは、江戸時
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代、明治の初めぐらいは、新潟は非常に人口

の大きいところでした。今、裏日本と呼ばれ

ているところというのは、それだけの人を食

わせていける仕事のあるような地域でもあり

ました。さまざまな道路の発達であるとか、

都市の発達によって変化してきたわけです

が、今後もこういう姿というのは、多分変化

していくんじゃないかなと思います。 

 これは余談の話なので、早速本題に入って

いきたいと思います。 

まず、国と自治体の違い――これは先生方

にお話しする、あるいはたくさん後ろにいら

っしゃる県庁の方々にお話しするのは釈迦に

説法なんですが――やはり国がやるというの

は、国としての外交、防衛、通貨、司法関

係、全土にかかわるような秩序をつくってい

く部分などは、やはり国の専管業務だろうと

思います。 

 では、何で自治体が要るのかと言われる

と、やはりそれぞれの地域にとって雪が多い

ところもあれば、雤が多いところもありま

す。さまざまな違いを国の一律でやるより

も、地域で決めたほうがうまくいく事柄、と

りわけ住民に近い教育であるとか、福祉であ

るとか、医療の提供であるとか、ルールは別

としてもサービス自身は近いところで出した

ほうがよい。その際に、どうやったらそれが

公平・公正に出されるか、これを担保するた

めに議会というものをつくる。ですから、自

治体が存立するときに一番初めに要るものは

議会なんですね。そして、議会が決めたこと

を実行する執行機関というものが生まれてく

る。そういう意味では、国とは全く違う形

で、やはり国内のある行政の部分、とりわけ

それはサービス提供の部分が近いわけです

が、自治体は、ここで人々が地域で暮らすこ

とを支えていく主体として位置づけられてい

ると思います。そういう意味では、非常に柔

軟性があり、もしかすると隣とは違うことが

行われるかもしれない。しかし、それは議会

を通して正当化されていくという姿ではない

かと思います。 

 それで、大きな論点ですが、地方分権改革

です。ちょうど、ことしで21年目ぐらいにな

るんでしょうか、1993年に衆参両院で地方分

権の推進について決議がなされました。その

年は、細川さんが総理大臣に選ばれました。

細川さんといえば、私自身も非常に記憶に残

っているのは、非常にうまいアイデアを格好

よく提示して、それを国にアピールし、熊本

県も注目をされていたのだろうと思います。

あのとき、県立劇場前のバス停を動かすの

に、運輸省に何回も行かなくちゃいけないと

いう話は、今も伝説のように残っていまし

て、それは地方分権の議論をするとき、必ず

言われる事柄ですよね。あのときの大きな政

治改革は、自民党が下野する、55年体制が終

わる、こういうときの大きな課題は、決議は

やったものの、実は政治改革だったわけです

よね。小選挙区制をつくったりですね、それ

で大きな形で政治改革が進み、次に何をやる

かというときに、やはり知事経験者だった細

川さんなどの考え方というものも、結構それ

は分権ということが飾られる中で入れ込まれ

ていったのではないかなという気が、まあ後

づけですが、いたします。 

 しかし、これまでも多分、有識者の話をた

くさん聞いてこられたと思いますが、自治体

関係者は、確かに財源、権限がもっと欲しい

と、そんなことを口に出さずに、私たちに自

由にやらせてよという気持ち当然持っている

わけですよね。ですから、こういう自治を推

進していくという勢力が当然あります。しか

し、これはなかなか市民・国民からは理解し

がたく、行政が国等に対して、もうちょっと

お金を自由に使えるようにしてくれとか、お

金をよこせとかいうような話としてしか、な

かなか市民には実感できないような話かもし

れません。ですから、研究者や自治体関係者

などの主張にとどまるという傾向があったん
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じゃないかなと思います。 

 それから、私たちの国では、長いこと行財

政改革をやってきました。経済界、土光さん

など非常にシンボル的な方がいらっしゃいま

したが、増税なき財政再建と言いながら、い

つも行革の計画を立て、効率性を追求してき

たわけです。 

 もう片方で、私たちの国の――後でまた触

れたいと思いますが――行政制度は国民から

見ますと、あるいは私も今公務員じゃないの

で市民から見ますと、どこが提供してくれて

も構わない。要は、きちっとやってくれれば

よい。それは、国だろうが、県だろうが、市

町村だろうが構いませんよ、という実感も確

かにあると思います。こういうものを受けと

めて、この国をどうしなくちゃいけないなど

と考えることができる人たちというのが、霞

が関とか永田町におられるわけですね。この

方々というのは、国それから国の出先機関、

都道府県、市町村まで含めて、いかにそれを

うまく連携させて、この国を元気に安心・安

全なものにするかということを考えておられ

ます。 

 こういう３つの思いを持った人がいらっし

ゃると仮定しますと、最初の自治を推進する

派というのは、大学で若い学生さんたちに話

したりするときにも伝えていきますし、理論

的なものも海外の事例その他引っ張ってきな

がらとうとうと語るわけですが、実は力がな

い。でも、たまたま1993年の新しい非自民の

政権が動き出す中で、今振り返ってみます

と、こういうものが、行革を進めていく経済

界の方々と一緒に組んで進めるという、同床

異夢とも言われますが、実は壮大なアイデア

をどなたかがきっと出したんでしょうね。そ

れで、地方分権という言葉を使いながら、さ

まざまな施策がつくられていきました。 

 それから20年たってみますと、ちょっと先

走るかもしれませんが、振り返ってみます

と、起きたことは、確かに機関委任事務がな

くなりました。これは非常に大きな、戦後初

めて多分国と地方が対等になる関係だったと

思います。それから省庁の再編もありまし

た。省庁の数、２つを１つにしただけです

が、一忚数は減りました。公務員の数も、多

尐減らしました。でも一番大きかったのは、

やはり三位一体の改革という形で、地方に財

源を与えましょうと言いながら、結果として

起きたことは、地方の財源はそうふえなかっ

た。次に起きたことは、地方自治法の改正が

行われましたが、いわゆる自治体を総合化し

ていく、今後訪れるであろう尐子・高齢社会

に向かって備えなくてはいけない。何が必要

になるかというと、多分、福祉、医療の提供

体制、これには専門家の専門的能力を持った

人たちがたくさんいるだろう。単に住民、顔

を知っているというサービスではなく、専門

能力を持った人たちが、効率よく高度な行政

サービスを提供することが必要で、基礎自治

体は総合化しなければいけないということ

が、地方分権改革の中で位置づけられまし

た。 

 この総合化しなくちゃいけないという言葉

が一度設定されると、次に起きることは、あ

なたの村は総合化する能力ないですねという

話ですね。あなたの町は能力ないですね、合

併しなさい。あるいは合併しないなら隣の町

にお願いしなさい。あるいは一時期、地制調

等でもありましたが、自治権を剥奪してでも

やりましょうというような議論が始まってい

く。 

 世の中が非常におもしろいなと思うのは、

ある課題とか見方が設定されますと、そこか

ら次の方向を見るときに、また新たなアイデ

アをつけ足していくんですね。振り返ってみ

ると、そもそもこのためにやっていたのでは

なかったのではないか、というところまでい

ってしまうことがあります。 

 例がよいかどうかはよくわかりませんが、

例えば行革の中で民営化、規制緩和が叫ばれ
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た段階で、三公社五現業などの解体ももちろ

ん行われていきました。それで突如、小泉総

理のときには郵政の解体という話になりまし

た。国民は、みんな戸惑ったわけですが、テ

レビの前で起きていく劇場は、非常に興味深

かったわけですから、みんなよくわかりませ

んが盛り上がりました。 

 こういうふうな過程の中で、あのときには

経済財政諮問会議という会議体が、学者とか

財界の人を入れて主導していきました。そこ

の中でつくられたものは――工程表という言

葉を覚えておられると思いますが――ロード

マップをつくって、一気にアイデアに基づき

ながら先まで計画を立てました。そして、そ

の計画をＰＤＣＡサイクルという言葉を使い

ながら進めていくという仕組みも生まれてい

きました。多分1993年の地方分権改革という

アイデアも、こういう変化というのが基点に

なっているんではないかなという気がしてな

りません。多分この言葉を聞くと、何も悪い

ことを言っているとは思えない。これに反対

するというのは、とても言えない。しかし、

この中身というのが何なのかについても、こ

れは語っていない。 

 それで、今お話ししましたように、行革と

分権ということが、寄り合わされるようにと

いうよりも、多分、分権という言葉で行革の

ほうは進みました。では、分権のほうで何が

進んだのかというと、さっきの機関委任事務

の話はもちろんあります。あるいは法律等の

規律密度を尐し和らげるとか、あるいは国と

地方の協議機関をつくるとか、幾つかのもの

は確かにできてきたと思います。でも、もう

片方で払ってきている代償は――非常に大き

な、代償と言っていいのか――自治体として

自分たちでやっていきたいと思っていたとこ

ろについても、やはり相当数合併を迫られた

と感じた地域もあれば、結構日本中を見ます

と――西高東低なので何とも言いようがない

んですが――知事さんなどが、非常に、そう

いう意思が強いところなどは結構進んでお

り、そうでないところは残っているところも

あるようです。 

 この行革と分権の検証ということが恐ら

く、議会でもよく議論されています市町村合

併の検証ということになるんだろうと思いま

す。多分、合併しなかった場合と合併した後

どう違いますかということは、聞かれてもよ

くわからない。多分によくなった面もいっぱ

いあるでしょうが、役場がなくなったなどと

いう悲鳴のようなこともたくさんあるんだろ

うと思います。ですから、主観的な面での積

極的な評価というのは、なかなか出づらいか

もしれません。しかし、合併が目指した片方

で、その地域が何とか自治をやりながら持続

可能な暮らしていける地域に向かって進んで

いるのか、そうでないのかなどは、ぜひ知り

たいなと思うところです。 

 私たちが、市町村合併や道州制という別の

問題を一つの問題として、無理やり語ろうと

しているのかもしれませんが、これ大きく見

ますと区域の問題、区域をどうするか、その

区域は適正な人口規模が要るという議論もあ

れば、適正なエリアが必要だという議論もあ

れば、あるいは住民がきちっと正当に選挙し

て議員を選ぶ、この議員をちゃんと選んでい

るという政治的有効性感覚といいますか、私

たちの代表者なんですよという感覚が持てる

距離、こういうものもあるかもしれません。

あるいは国が期待したように、今後自治体に

提供させたいサービスを提供できる能力とい

う観点があるかもしれません。どれをとるか

によって見方が随分違ってくると思います。

私たちの自治側から見るこの問題と、多分国

の、とりわけ財務省や総務省は、国の役所だ

けではなく日本全体の税制や日本全体の自治

制度も含めた、国・地方自治体を含めた行政

の制度をあずかっている制度官庁ですから、

彼らは彼らなりに大きなビジョンを持って、

この国の行政全体を考えていると思います。
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このあたりで多分、意見の違いが生まれてい

くのだろうと思います。 

 日本は、よく言われますように、霞が関か

ら町村まで、例えば厚労省福祉生活部みたい

なものから福祉課みたいなものまで縦割りに

つながりながら、そこの職員は専門化してい

く、こういう集権融合型、全体で一つのミッ

ションを果たす役割として機能しています。 

 ここで分権だといったときに、英米のよう

な各行政が特化した別々のものをやっている

分権の議論を、日本でやっているわけではな

いんですね。ですから、この集権融合体制の

中の分権の議論というのは、我々は、おのず

と内容的に制限がある話をしているんだろう

と思います。 

 地方分権改革というのは日本だけではな

く、欧州でも随分議論されてきました。特に

80年代、90年代ぐらいに直面している課題

は、どこも一緒です。こちらの「地方行革」

と書いておりますが、こちらのサイド、こち

らについては日本でも行われたものとほとん

ど一緒です。新しいレイヤーの政府をつくる

というのは、道州制をつくろうとか、広域連

合をつくろうとかいうやつですね。それから

権限移譲、規制緩和、区域を変える、自治体

間協力、それから経営改革としての予算、民

営化、ＰＰＰ、顧客志向や組織内分権という

ような、私たちに非常になじみのある効率性

改革、これはもちろん行われました。でも、

日本でほとんど行われなかったのは、この地

方政治改革という観点でした。欧州の場合は

ＥＵという超国家組織が一つできたというこ

ともあり、よく民主主義の赤字とかいう言い

方もされますが、きちっと自分たちの政治的

な期待がそれぞれの政府に届いているかとい

うところに関心があります。日本のように二

元代表制じゃなく、欧州の自治体の多くは、

議会の代表者が執行部の長になります。こう

いう中である意味ではスムーズにいくのです

が、もっとスピーディーに専門性を持ち、あ

るいは直接公選された首長を選んだがよいな

どというのも、こちらで行われました。さら

には住民投票を豊かにしていく、日本とは尐

し違いますが、もっともっと多様な人が議員

になれるような仕組みに変えていくとか、あ

るいはさまざまなＩＴ機器を使って、透明性

をもって情報をアクセスできるようにすると

か、こういう地方政治が信頼できるものにし

ていく改革というのが非常に重要なものとし

て語られました。ここの部分が、多分日本で

は徹底的に欠落している部分だろうと思いま

す。 

 この図はちょっとわかりづらいんですが、

広域対忚や境域対忚という需要があり、これ

を集権的に対忚するのか、分権的に対忚する

のかという軸で考えてみますと、多分これま

での市町村合併とかいうものは、こういう広

域対忚を集権的にやる方向、でも決してそれ

は自治を豊かにするという観点については余

り関心がなかったのかなと思います。既に1,

700近くまで、熊本で45ぐらいまでなってし

まった基礎自治体について、さらに、将来よ

くわからないという状態を、今後も議論して

いくのか、あるいはこれから進んでいくであ

ろう社会変化に対して、きちっと自分たちの

未来に対忚できる体制、人づくり、こういう

ものに備える覚悟と時間を与えられるのか、

こういうものが今後の課題になるかなと思い

ます。 

そうすると、私の思いは、特に町村につい

ては、コミュニティーとか、あるいは全部合

わせても2,000～3,000人などというところに

ついては、ここの中のできるだけ自治を豊か

にしていく、自立して暮らせる、寄っかかっ

て暮らすんじゃなくコミュニティー単位で自

立して暮らせる、こういう気概を持った人た

ちをつくっていく、こういうことに基礎自治

体が勢力をつぎ込めるような体制にしてあげ

たほうがいいのかなというふうに思っていま

す。そうなってきますと、広域的対忚の部分
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では他の自治体との連携もあるでしょうし、

県の役割もきっと大きいんじゃないかなと思

います。 

 ２番目の論点の権力の話です。さっき話し

たとおりです。多分、国会議員の方々、今第

２次安倍内閣になって、また道州制の基本法

の話が出てきました。10年ぐらい前に一度尐

し盛り上がっていて、そのときに一つ形にな

ったのは、思い出してみますと北海道の道州

制特区というのがございました。小泉さんが

相当に言い出し、さまざまな知恵をつけられ

ながらスタートしましたが、結果として、一

番初めにその特区に譲られた４つの内容を御

記憶でしょうか。調理師免許の権限と、いわ

ゆる猟銃などで使う薬、麻酔薬の保管の許可

と、生活保護の医療機関の指定と、もう一つ

はちょっと忘れてしまいましたが、どうでも

いいようなものが道州制特区としてやられま

した。あれを全国に広げたいという議論が片

方であっていたわけですが、結果としてそれ

は各省庁との権力争いに負けたということか

もしれませんが、霞が関だけを悪者にするの

ではなく、もう片方で同じような見方をすれ

ば、やはり国政に従事されている政治家とす

れば、言うならば自分の権限を捨てる改革が

地方分権改革ですよね。自分が持っている権

限を生かして、みずからこの国をよくしたい

と思っているのに、その権限を捨てるような

改革を、人は基本的にしないと思います。で

すから、どんどん進んでいくとしても、この

私たちの国を、連邦制のようにすることには

多分反対ですね。もちろん、それは憲法改正

とかいろんなハードルがありますが、基本的

にそうはしたくないという意思が働いている

と思います。じゃあ、その隙間のところで何

があるのかというと、先ほどのような何か、

ちまちまとした分権はできるかもしれません

が、基本的にはやはり国全体のインフラ整備

は、環境水準は、雇用問題に対するナショナ

ルミニマムはこうあるべきだとか、こういう

国として行政水準を通したい、こういうもの

については、基本的には分権はやらないとい

う立場の人たちが当然出てくるわけですね。

片方で、県はたくさんの業務を市町村に移管

しました。相当、人間も減らしました。で

も、もらった市町村も喜んだものもあったか

もしれませんが、もしかすると年に数回だけ

くるような特殊な受け付けみたいなもので、

こんなもの来なくてもいいのにと思っている

ところもいっぱいあるでしょう。非常に画一

的に移していきました。でも、ここに空いた

隙間の部分を埋めないと、何とも県の存在価

値というものがみすぼらしくなるという思い

もわかる気がします。こんなところで、国の

改革ということを議論するのを商売にしてい

る人たちが、研究者であったり、そういうア

イデア豊かで議論に参加して議員をやられる

方々が、当然いるわけですね。あるいは、あ

る省庁なども絡むかもしれませんが、こうい

う方々にしてみると、国の地方支分局の人間

を廃止すると、国として公務員の数を減ら

せ、いい仕事をしているとアピールできるか

もしれぬねと。でも彼らの持っていく先は、

受け皿はという話になるときに、昔から浮遊

していたとよく言われますが、道州制の議論

というのは何回も何回も、10年おきとか20年

おきに漂ってくるんですが、これを使おうと

いうアイデアが当然出てくることが考えられ

ます。こんなサイクルの中で多分この議論と

いうのはずっとやられてきているんだろうと

思います。多分今後も、いろいろ制度改革議

論が出てくると思います。多分繰り返し出て

くると思います。もしあるときに、何かの拍

子にじゃあなっちゃったと、それはそれで多

分、もしかするとうまくいくかもしれませ

ん。でも、もしかするととんでもない災いを

呼ぶかもしれません。そこまでは今考えられ

ていない。非常に複雑な行政がつながってし

まっている中で、真ん中のところを一度がら

がらぽんをやろうという話ですから、これが
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影響を及ぼす範囲は余りに広く、この真ん中

の部分だけを、言うならば心臓か何かを撤去

して新しいものを入れるような、こういうや

り方というのは多分簡単にはいかないだろ

う、定着するのにも数十年かかるだろうと思

われます。 

 そう考えると、こういうものについて理念

としてはわかる。理念としては、分権という

ことに誰も反対しないんだけれども、現実問

題として対処していくやり方として、そうい

う大きな手術のようなもの、あるいは革命の

ようなものが正しいやり方なのかどうかとい

う部分で、多分異論を唱える人たちも当然出

てくると思います。あるいは皆さん方、地方

政治家からしてみますと、まだ国のほうが持

っている権限で、例えば最近よく言われます

のは、農振地域の問題で、地域の中で自分た

ちが持続可能な地域をつくりたいと思うとき

に、画一で決められてしまっている部分を何

とかしたい、これも当然あるわけですよね。

これを声高に――多分戦略が２つあるんです

ね――声高に言ってオールジャパンの制度を

一気に変えようとする、かつての知事や総務

大臣を経験された方だとか、たくさんそうい

う賢い方がいらっしゃいます。こういう方々

は、そういう議論の中から根本的な仕組みを

変えようとなさいますね。もう片方でもう一

つの戦略は、国からにらまれないように、で

も実質それをやっちゃうような知事さんがい

らっしゃるところもあります。特区とか、さ

まざまな提案型のプロジェクトというものも

使いようではありますが、あれは国がやりた

いものしか認めてくれない。基本的に采配は

先方が持っておられるわけですね。ですか

ら、そういうものはうまく使うにしても、自

分たちがどういうふうにこの地域を動かした

いかという部分で、したたかであることは非

常に重要かなと思っています。この提案型の

プロジェクトは非常にふえていまして、今大

学などもこれで翻弄されています。これに乗

っかっていくと、実はさらにひどい目に遭い

そうな形で、生き残りが危うくなってきてい

ますが、このやり方というのも非常に頭がよ

いですね。君たち次第だよと言いながら、決

めるのは別の人たちなんですよね。 

 それから、今の道州制の議論というのは、

地方自治を豊かにするために権限、財源を集

めましょうという話ですが、やはり根本的に

地方の意見が国政に通らないというのは、国

会のつくり方が、多分日本では違うつくり方

をしているからだろうと思います。よく他の

国を御研究なさっていらっしゃると思います

のであえて言うまでもありませんが、多分参

議院、かつてお殿様あるいは華族であった方

々、貴族院、こういうものからスタートした

段階ではもっと地域に近かったのかもしれま

せんが、今、衆議院と参議院は、ほとんど変

わらないメンバーですよね。そういう中で、

国と地方の協議機関といっても、それぞれが

言いっぱなしで終わって、最後は国が決めて

終わり。ガス抜きの場になるような協議機関

ではなく、本当に国政の中に地方の意見を言

いたいのであれば、多分こういう議論を抜き

に道州制の議論というのはあり得ないと思う

んです。この議論はやっちゃだめだ、これを

やると憲法改正にひっかかるとか、連邦制っ

ぽくなってしまっていけないとか……。さら

に私は、一番いい解決というのは、どうして

も道州制をやりたいのなら、県の上にもう一

層入れるべきだと思っておりまして、それで

実験的にやってみる。20年もして、そこが本

当に機能し、役に立つのなら、その業務をど

んどん移していけば、県は薄くなると思いま

すが、そうじゃないやり方をしていく過程

で、多分さまざまな問題に直面するんではな

いかなという懸念を持っています。 

 道州制論は、九州では非常に活発に議論が

されまして、現在233の――沖縄は別にして 

233ですね――九州というときに、いつも沖

縄を別にしていいのか、一緒に入れるべきな
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のか非常に悩ましいところですが、北海道と

沖縄は、まだどうしても国直轄みたいなとこ

ろがありますので、私たちのところでも多分

このレベルで議論しているんだろうと思いま

す。1,300万ぐらいの人たち、結構大きいじ

ゃないかと経済界が言われる。日本のＧＤＰ

の８～９パーセントぐらい、人口の１割ぐら

い、これは大きいぞと、オランダやベルギー

ぐらいあるんじゃないか、ここで自治ができ

るよねという話をされるわけですよね。ちょ

うど、よくオランダが出されていたのでオラ

ンダを見てみますと、人口が1,600万ぐらい

で、これは国ですから、王国ですから、国会

があって二院制の議会があります。王様もい

ます。そして、ここにあるような12の州があ

ります。この中に443の市町村があります。

今、私たちのところでやろうとしているの

は、これと同じぐらいのところに州を取っ払

う、200ぐらいの町村だけ残すという議論を

実質やっているわけですよね。そのサイズと

いう話は、ある意味説得力があるんですが、

片方で、さっき地方政治改革の話を尐ししま

したが、議会とその住民との関係、あるいは

議会がつかさどるべきそのエリア、私たちが

対馬や奄美大島にどれほど共感が持てるのか

よくわかりませんが、こういうエリアのもの

を考える主体があってもいいのかもしれませ

んけれども、全て今の体制を取っ払っていい

のかとなると、ちょっとオランダとかベルギ

ーと比較されてもどうか、という気がしてお

ります。 

 イタリアの経験、あるいはフランスの経験

は、既に御存じだと思います。イタリアは、

このメイキング・デモクラシー・ワークスと

いう本がとても興味深く、イタリアの州をつ

くったときの経緯を紹介しておりますが、イ

タリアの北部は、伝統的に昔から豊かな都市

国家として発展したところ、南はナポリ王国

など、マフィアとかが暗躍するような貧しい

農村地帯で、今も賄賂がないとまともに行政

が動かないような地域です。ここに同時期に

一斉に州を県の上につくりました。もちろん

一気に州が機能を果たせるわけじゃないの

で、県は取っ払わずに入れていったわけで

す。それで次第に、州が機能し始めて、どう

いうふうにそれぞれの州は効率よく仕事をし

ているのかというのを研究したのが、この本

です。非常に長く研究をしてありまして、そ

の結果やっぱり地域差がものすごく出てい

る。それは、そもそも北部のイタリアのよう

に、自分たちの都市を自分たちできちっと管

理していく。そしてそこに成人が参加し、お

互いが信頼を持つような地域は、さらに豊か

になり、それができないところは、さらに貧

しくなってしまいました。こちらの場合は、

日本の道州制と違って、州は間に入れてあり

ますから、まだ自治体は残れる。フランスも

同じやり方です。日本で議論しているやり方

は、政府のレイヤーがふえるとそれだけ議員

がふえる、コストがかかるじゃないか、だか

らそれは許さない、県を廃止すべきだという

議論です。それはあくまで効率性の話なんで

すが、もう片方で政治から見れば、いかに住

民が信頼できる議会があるか、そこで民主主

義的な手続がとられるということは、それは

ある意味非効率です。お金がかかることであ

り、たくさんの政治家がいることでありま

す。それを日本ではやっぱりよしとしない。

議論として道州制の議論は設定されているよ

うな気がします。それから、どうしても避け

て通れないのが東京問題。九州は割と盛り上

がっていますが、多分その他の日本の地域

で、道州制の問題をこんなに議論をされてい

るところはないと思います。多分、熊本県議

会の先生方が一番詳しい。関西はやっている

ようで、橋下さんがやっていることは大阪府

を壊すこと、大阪市を壊すことであり、関西

州をつくることについては何にも考えていま

せん。もちろん兵庫県なども反対しているわ

けですから、松下さんの遺言かもしれません
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が、あそこで関西州などができるはずがな

い。でも、それ以上に一番の問題は、やはり

東京をどうするのか。よく言われる東京をワ

シントンＤＣ化し、ここの上がりを全国にば

らまくという話は、非常にいいアイデアだと

思います。でも、多分東京が壊滅でもしない

限りは、そういう自治権の剥奪は無理ですよ

ね。大地震の後か何かにでも、やるしかない

かもしれません。でも、あと中部とか、北陸

とか、四国とか切れ目がわからないですね。

電力会社なのか、国のある省庁なのか、こう

いう私たちは割と道州って、みんな納得いく

んじゃないかと思いがちだけれども、それは

難しいんじゃないかなという気もします。道

州制を仮につくったとしても、とりわけ東京

をどう処理するか、この問題抜きには道州と

いうのは財政的に全く成算がありませんの

で、意味のないものになる可能性がありま

す。 

 きょうは尐し否定的な話ばっかりしてしま

っているような気がしますが、そんなに私は

賛成とか反対とか、何か強いイデオロギー的

なものを持っているわけではありません。ど

うしても、やっぱりやるべき課題も出てきて

いると思います。例えば国際観光など既にも

う何年もやっておられます。ただ、あれが州

政府をつくるほどの業務なのか、それほど成

果が上がっているのかと言われると、そうも

思えないんですよね。その他のものをがちゃ

がちゃと集めてでも、私は九州でやるべきこ

とは多分あると思うんですが、それはいきな

り道州政府をつくるほどのもの、現在の県庁

を壊すほどのものかなという、そこの部分が

よくわからない。ですから、つくるのであれ

ば一層制を入れましょうというのが、我々行

政学会などで話すときには、急に学問の議論

にはならないのですが、実現可能性とするの

であれば、もう一層を実験的に入れてみたら

……。ただ、そこがうまく動くかどうか、と

りわけ九州だけでやったときに、多分それは

北海道に与えてくれたようなものしか九州に

は与えてくれない。それだけの価値があるか

どうかですね。 

 最後になりますが、自治って何だろうとい

うこと。私はやはり今後の人口の変化を考え

ると、今持っている資源や知識の人材や技術

を駆使して、とにかくそこで生きていくん

だ、自立していくんだ、こういうことを追求

していくことではないかなと思っています。

とりわけ地方の政治が正当性を持つ、信頼感

を得ること、これが基本だろうと思います。

なかなか今は、皆さん高学歴になったりした

せいもあるのかもしれませんが、いろんな意

見が出て、49対51みたいなことがいっぱいあ

ります。それを51で押し切るというのが民主

主義ではないと思うんですね。あるいは10対

90でも、10の人がそこに住めないような形で

物事を決めないというのが、多分民主主義を

担保するものであり、先生方が、議員の皆さ

ん方が、そういう人たちの声や立場にしんし

ゃくして、落としどころを探っていただく役

割だと思うんですよ。ですから、決められる

政治というのをずっと言ってきましたが、決

められるという政治が何でも決めていいかと

いうと、それは問題だと、また今、多くの国

民が思い始めています。多分、国民と意思決

定者、執行部、さまざまな業界団体、その他

ありますが、こういう多様な主体とのコミュ

ニケーションをとっていただき、重要な論点

を整理していただき、そしてこんなふうにし

ましょうという、そういう、ある意味わかり

づらく、時間がかかるんですが……。でも、

マックスウェバーという人が言っている表現

を使えば、こういう硬いカシの木のようなテ

ーブルを小さなのみでごりごりごりごりあけ

続けていく。だから、ばあんとたたき割るよ

うなのが政治家ではなく、自分の命のある限

り、いろんな異論も含めてごりごりごりごり

自分が考える方向に持っていくのが政治家だ

と語っておられますが、私たちにもそういう



第17回 熊本県議会 道州制問題等調査特別委員会会議記録（平成26年２月18日) 

 - 12 - 

政治家がいてほしい。反論にも耳を傾け、で

も本当に地域の未来を考えている政治家が地

域にいれば、多分地域は何らか工夫を見出す

と思います。国に何かしてくれという悲鳴だ

けではなく、見出せるのじゃないかなと思い

ます。 

 とりわけ合併が終わって10年近くなり、合

併特例債等についてもそろそろ尽きようとし

ています。本格的に、これから減っていく人

口や高齢化していく社会の中で、どう対忚し

ていくのかというのを、腰を落ちつけて考え

ていただく時間を、ぜひ町村にはとっていた

だかなくちゃいけないと思っています。それ

をサポートする役割が多分、県には次のミッ

ションの再定義として大きくかかってくると

思います。 

 垂直補完がお節介に、あんたたちにできぬ

からといって無理やりやるというわけには、

もちろんいかないと思います。しかし、やっ

てほしい、あるいは隣の町とはうまく話がつ

かないという状況であればサポートしてあげ

る、こういうやり方というものについて、き

め細かに目配せしていただくというのが、今

後、県にとても期待したいなという役割の一

つです。それから九州各県、あるいは県内の

市町村の連携を深めていただく。とりわけ道

州制に成る成らないは別としても、やっぱり

九州として打ち出していくというのは、とて

もいいアイデアだと思います。こういうもの

について、これまでは国経由であったり、あ

るいは福岡主導に任せていたのかもしれませ

んが……。州都に成る成らないは別として、

私たちは熊本が九州の中心であり、やはりア

ジアの中で存在感のある都市になってほしい

と思っていますから、そういう役割を熊本県

庁が果たしていく、うまく九州各県を利用し

て、こんな役割を先導していただく、こうい

うこともぜひ期待したいなと思っています。 

 論点整理と言いつつ、雑多なものを投げ出

したようなお話になりましたが、あとは皆さ

ん方から御質問等いただきながら進めていけ

ればと思います。 

 どうも、ありがとうございました。（拍

手） 

 

○溝口幸治委員長 ありがとうございまし

た。 

 それでは、質疑に入ります。ただいまの上

野先生のお話に対して、質疑はありません

か。 

 

○前川收委員 先生ありがとうございまし

た。 

 先生の表現でいけば、垂直補完という話が

ありましたけれども、私、前からよくそうい

うことを委員会の中でも言っているのです

が、市町村合併をしてきたところ、そして市

町村合併をするときも、結局、住民の多様な

ニーズに忚えるために、市町村がそれなりの

行政能力を持たなければならない。そのため

には小さな市町村ではやっていけないから、

大きな市町村になりなさいといううたい文句

で、ずっと合併をやってきました。 

 ただ逆に考えると、小さな市町村は、小さ

な市町村でよく、その市町村でできない分

を、県の下請を市町村がやっているんじゃな

くて、市町村の下請を県がやって、政治的意

思決定は市町村にやっていただいて、それを

遂行するだけで、やることは市町村のお手伝

いを県がやるという逆転の発想があってもい

いんじゃないかなと。そのほうが何かみんな

幸せみたいな気がしてならないわけですけれ

ども、なかなか私たちは、そういうものを何

か定義していくことが難しくて、下手で、た

だ言葉でだけ言っているだけで、逆転にして

もらえばいいじゃないか。例えば権限を国か

ら県にもらって、県の権限を市町村に下ろし

ていくという、そういうのが今までのトレン

ドでずうっとやってきた。私も、県が国から

権限移譲をしてもらってきた割には、県が市
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町村にどれだけ権限移譲をしてきたのかとい

う話を、ずっと問題意識を持ってきました。

逆に市町村に聞くと、もう要らない、そんな

のは県でやっていただいたほうが逆に効率的

なのに、しゃにむに、どれだけ権限移譲した

かというパーセンテージとか、どれだけの権

限が市町村にありますとか、そういったもの

にこだわっている。よく私が言うのは、１年

に１回か２回しかないような許認可権を、さ

っきの北海道の話じゃないんだけれども、わ

ざわざ市町村に下ろして、窓口をつくって、

いつも常設窓口じゃなくても誰か担当者を決

めて、その仕事を張りつけていかざるを得な

いという、それこそ非効率な話で、そんなの

は逆にしたほうがいいんじゃないのという話

をよくしているんですけれども、そういう話

を何かもうちょっと体系的にですね。何でも

今は、流れから見れば権限移譲がよくて、逆

にすればいけないんだとか、分権が正しいけ

れども、逆に私は分権しないほうがいいとこ

ろもたくさんあると、今の話でも思っており

まして、そういうのをもうちょっと、何かこ

うまとまった話としてつくれないかなという

ふうに思っているんです。私も道州制が絶対

正しいなんて全く思っていません。最初に道

州制の委員会を立ち上げたときに、他県の人

から、道州制をやるんですかという話があっ

たので、いや州都ができれば、それは乗って

もいいなんていう冗談を交わしたわけです。

ただ、当時から考えていたのは、市町村合併

のときのように、余り市町村が考える時間が

なくて、準備もしてなくて、ただ単に条件だ

けつけられて、あめとむちも含めて話があっ

て、そのときに市町村が、やむを得ないみた

いな形で走るようなやり方だけはやりたくな

くて、それなりに我々だって道州制のことは

問題意識を持って勉強をしておこうと。国か

ら押しつけられてやるようなことだけはしな

い。やるにしてもやらないにしても、自分た

ちの考え方というものをきちっと立てていく

べきだという話で、この委員会の最初からず

っと入って、いろんな議論をさせていただい

ておりますけれども、皆さん方の世界の中

で、そろそろそういう話が出てきていません

か。 

 

○上野参考人 私も前川先生の考えに、本

当、全面的に賛同している者なんですね。 

 先ほどから話している話が、決して特別な

もの、新しいものでもないと思います。 

 当然県というのは、中２階というやゆした

言い方もあれば、市町村を含めた共同事務所

的なものでもあり、これまでも福祉事務所で

あるとか、あるいは保健所であるとか、町村

の分についてはカバーをしてきたことがあり

ます。今、国保の単位をどうするかという議

論もあっています。こういうものも多分、県

単位ということになっていくでしょう。戦

後、義務教育と警察が市町村単位だったもの

を、県に移す改革が早い段階で起きました。

効率性だけではなく、専門性も含めて全体に

提供するためには、ある程度の集権的な体制

が必要なものが当然出てくるでしょう。でも

そうじゃなく、やっぱり決め方みたいなもの

は地域地域でやりたいという、そこは残して

あげないと。例えば合併されると、合併の中

の中心と周辺が当然できてしまうわけです

が、周辺の人たちは浮かばれないことになっ

てしまいますよね。ですから、ヨーロッパで

は合併があり得ないという話をよく聞かれて

いると思います。私たちの国にそれを置きか

えても詮ないのですが、やっぱり自分たちの

ことを決めていくことと、行政サービスの得

方、つくり方というのを別物にしていくとい

う発想は、今後とれる発想だろうと思いま

す。 

 ただ、冒頭申し上げましたように、私たち

の国では、補完性の原理というそのアイデ

ア、キリスト教から借りてきたようなアイデ

アを使って地方分権を説明したんですね。そ
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して身近なことを決定できることが一番いい

ことであり、それができないときに上の段階

の人がそれを補完してあげますよと。近接

性・補完性の原理、とても美しい言葉で反論

の余地がないんです、言い返せない。しか

し、この補完性の原理が言うことは、まず自

分の身が立つようになってないじゃないの、

なりなさいよ、合併しなさいよという、この

論理の裏返しとして補完性の原理はやっぱり

追求されたのだろうと思います。この総合行

政というアイデアにとらわれてしまうと、前

川先生が言われたようなものはあり得ない。

でも、この総合行政というものではなく、も

う一度自治の原則から戻っていくのなら、多

分、前川先生がおっしゃったような仕組みを

つくることが王道かもしれない。 

 恐らく今後も、市町村合併の要請、あるい

は道州制の議論というのは繰り返し出てくる

と思います。何度やってもこれは出てくる話

なので、それはそのときの議論で構わないと

思いますが、今、平成の大合併が終わって10

年もしない段階で、またこのサポート体制す

らとれないまま、次の改革の議論に乗るとい

うのは、ちょっとどうだろうと思います。 

 

○前川收委員 ありがとうございました。 

 

○溝口幸治委員長 ありがとうございまし

た。 

 ほかにございませんか。 

 

○大西一史委員 いろいろ興味深い論点提示

をいただいて、私たちも頭の中の整理をいろ

いろしているところですけれども。今、前川

委員のほうからもお話があったようなことと

いうのは、私も常々、委員会の中でいろいろ

議論をする中で、そういう方向が非常にいい

方向じゃないかなと、かなり思っているとこ

ろであって、県の役割の見直しというんです

かね、再定義というか、やっぱりそこが一番

我々としても重要なんじゃないかなというふ

うに思っているんですよね。 

 だから、結局この道州制の議論の中で、私

は一番問題だなと思っているのは、どういう

政策課題を解決するために、どういう区域で

やるのかとか、どういう権限を持たせるのか

という視点が全くない中でスタートしてお

り、それをターゲットに絞っていない中でみ

んなやっているから、議論があっちに行った

りこっちに行ったりしているというのが、私

が一番思っているところです。そういう意味

では、今先生が論点を示された人口減尐とい

うのが、やはり一つの大きなキーワードだろ

うなというふうに思います。これは、これま

で推進論や反対論の学識者、あるいは国会議

員の方々から話を聞いても、ここは全部共通

しているんですよね。 

 そういう中で、やはり県の役割として考え

たときには、市町村への、さっきお話のあっ

た垂直補完と、あとは広域連携を進めていく

ための能力ということです。とはいえ、現実

的に、県が今、非常に中間的な団体としてや

っている中で、もっと踏み込まなければなら

ないのではないのかなと思うのが、実際に議

会で議論をしていて、いやいやそれは市町村

です、それは国ですからということが非常に

多いような気がします。そういう意味では、

やっぱり県が本来の発揮すべき県の役割とい

うのを生かしきれていないんじゃないかなと

いうのが、私が今感じているところなんです

ね。 

 そういう意味では、県庁職員出身で、なお

かつ研究者として今地域で特に頑張っておら

れる先生から見た場合、県はどういう改革を

していったほうがいいのか、役割としてどう

担っていくのかというところをポイントに置

いていくほうがいいのかというのを、先生が

見た目で、お考えを聞かせていただければな

というふうに思うんですけれども。 
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○上野参考人 難しいですね。私が県に勤め

ていたころは、まだ高度成長期であり、県庁

も私の印象からすると、非常に元気がよく

て、係長さんぐらいがいろんな勉強をしてア

イデアを出して、それが実現していくような

時代でした。ですから、県庁の方々は、勉強

もしていたでしょうし、いつも町村の方々と

議論をし、ある意味で、いい意味でのリーダ

ーシップも持っていたし、頼られる存在でも

あったかと思います。でも今、情報というレ

ベルで見ますと、町村の方も、もうダイレク

トに国の情報がとれる時代になりました。だ

から、県庁経由で情報を出し渋りながらリー

ダーシップをとるというのは、もうできない

わけですよね。ただ、私は、人を採用すると

いうときも、いつもそうだと思うのですが、

その人が何を知っているかというのも、とて

も大事ですが、その人がどれだけ自分のポケ

ットの中にネットワークを持っていて、自分

ができない、あるいは知らないことでも引っ

張り出せる、あるいは尋ねたりできる、ある

いは協力してもらえるような人脈を持ってい

るとか、こういう方々は、どんどんどんどん

進化していく可能性があります。私は、県庁

自身がシンクタンク的な役割を果たしてきた

のだろうと思いますし、今も1,000人以上の

人間が減って大変だという話を聞いていま

す。時々出先に行きますと、尐し寂しいなと

思うのが、皆さん、パソコンを見て仕事をさ

れているのですが、ずっと部屋にこもってい

るんだろうな、などというふうにちょっと思

うことがあります。選挙前だけ情報を集めに

行くのではなく、やはり日ごろから――市町

村の邪魔するわけではありませんが――市町

村職員さん方や地域の課題の相談を受けられ

るような形というものが、かつてはとれてい

たはずなので、多分そこに地方自治体職員の

醍醐味ってあると思うんですね。もちろん地

区から選出されている議員の先生方、あるい

はそこの市議会議員や町議会議員の方もいら

っしゃる、まちづくり団体の方もいらっしゃ

る、マスコミもいる、こういう多様な人たち

をうまく自分の仲間にして、地域のことを議

論できるような、そんな場を県庁がつくって

いくというのは一つ、地域の忚援としてはあ

ると思います。 

 それから、道州制の話に絡めて言えば、内

向きだけではなく、ぜひ戦略的に他県とうま

くおつき合いをし、熊本をその中で、リーダ

ーシップを持っている県だと思わせるような

アイデアなり、仕掛けなりをやっていける

人、こういう人がぜひ欲しい。そういう意味

では非常にわくわくする仕事が、つくりよう

では結構あるのではないかなと思います。 

 大学でも、私たち学部ごとにミッションの

再定義というのを書かされておりまして、要

は何が期待されているのか、それにあなたは

忚えているのかというのを客観的に示せなど

と言われております。非常に苦しいのです

が、でもそこにはやっぱり私たちがどうあり

たいのか、ここには多分思いを持って働いて

いる方ならば、次の私たちのミッションはこ

れだと定義できる方になられるだろうし、多

分そういう方がいっぱいいらっしゃると思い

ます。 

 

○溝口幸治委員長 ありがとうございまし

た。 

 ほかにございませんか。 

 

○松岡徹委員 きょうの先生のお話、大変理

解できました。 

 それから、一昨年の熊日の元日号の新春争

論で「県庁って必要ですか？」というのがあ

りましてね、非常に先生のお考えはいいなと

思ったんです。きょうのお話とそれを絡め

て、ちょっと３点ほど質問をしたいと思いま

す。 

 結局、道州制の議論で必ず出てくるのが、

都道府県制というのは、もう120年何がしか
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たって、金属疲労といいますか、疲弊してる

という論が軸にあるんですけれどもね、なか

なか、どこが疲労しているのか、だめなのか

という証明というのは、いろいろ読んでみて

もなかなか出てこない。逆に、その「県庁っ

て必要ですか？」の中で先生がおっしゃって

いる「都道府県の枠組みは山や川などの自然

環境、地理的要因のほか、言葉、料理、祭り

などの文化的要素で形作られた。歴史的にも

地理的、文化的にも意味のある単位だ。その

特性ある地域を総合的に忚援し、住民の暮ら

しを責任を持って守るのが都道府県だ」とい

う指摘は、私は大変的確じゃないかと思いま

す。 

 ですから、個々の、それぞれの都道府県を

磨くことによって、よく言われる観光の面で

も、世界的にも、アジアにも通用できるもの

になるし、どうしても補わにゃいかぬのは広

域連携でというようなことになると思うんで

すが、この先生のお考えは、今もお変わりな

いかということが１つ。 

 関連して、去年この委員会で視察に行って

学識者の先生からお話を伺ったんですけれど

も、その中で、とにかくＧ７の中で州がない

のは日本だけだという話があるんですよ。と

ころが、確かに日本には州はないけど、私が

いろいろ調べてみたら、日本の都道府県の平

均人口は272万、州があるフランスは266万、

イタリアは288万、スペインは240万というわ

けですね。ですから、それは州と都道府県と

名前は違うけど、人口規模ではほぼ同じなん

ですね。 

 ですから第１点目との関係で、やはりその

都道府県を磨いていくことによって、私は

今、道州制の必要性でいろいろ説かれている

問題なんかも十分カバーできるんじゃないか

と思うわけなんですけれども、やっぱりヨー

ロッパの政治はそう詳しくないものですか

ら、そんなふうに考えていいのかどうか。 

 ３点目に、この正月号の記事で、行政学会

でも道州制は実現しないだろうと言われてい

ると、先生がおっしゃっているわけですが、

今の行政学会ではどんなものですか、そこら

辺の議論はどういうところまで到達している

のかなと、３点ですけれども。 

 

○上野参考人 ありがとうございました。 

 この記事は、たまたま熊日新聞から取材を

受けて、２～３時間おしゃべりをしたものを

適当にまとめて書いていただいていまして、

でき上がりがこういう何か道州制反対論者に

なるとは思いもしませんで、正月早々びっく

りしていたんですが、ただ気持ちでは特に変

わりありません。 

 それから簡単に御回答できるものから言い

ますと、行政学会では、道州制などを研究し

て発表するというのは基本的にはありませ

ん。ただ、学会で話したり、雑談した中で

「あり得ぬよね」というのが、私たちがよく

交わす会話です。ですから、どこかの行政学

会で、これについて研究発表があり、「あり

得ぬ」とか「あり得る」とか、そんな決議が

あったとか、そんな話では、ありません。特

に行政学というのはマネジメントに関する話

ですから、いかに破綻せずにうまく回すかに

関心があります。 

 特に地方、いわゆる2000年の段階で社会保

険事務所の人たちが戻りましたよね。あの後

起きた混乱は今も続いているわけですが、ま

さに年金とか、ああいうものは市町村の支援

がないとできない。そして、県庁にいたから

こそ把握できたものを、きちっと整理しただ

けのことだったんだけれども、起きた問題と

いうのはもう取り返しのつかない問題になっ

ています。それほどまでに私たちの行政組織

というのは、残念ながら国・県・市町村もつ

ながって非常に微妙にファインチューニング

されて動いているので、そこを動かすとなる

と相当慎重にやらないといけない、それが全

部の業務にかかわるとなると、それは簡単に
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はいかないのが常識だろうというのが、行政

学者が持っている感覚です。 

 それから２番目のヨーロッパの話は、スペ

インもフランスもイタリアもそうですが、州

を創設したのは、基本的にやはりＥＵの存在

です。ＥＵが超国家組織として国の上にでき

ました。ＥＵは各国に支援はやりません。国

から分担金を取るんですが、地域、リージョ

ンと読んでいますが、この単位にＥＵの開発

補助金を出すようにしているんです。ですか

ら、おくれたＥＵのメンバー国だけじゃな

く、先進国でも地域単位でまとまった地域開

発プランをつくれば、ＥＵの補助金がくるの

で、この単位になっていったんです。だか

ら、交通インフラの整備であるとか、産業開

発であるとか、こういうプランをつくる単位

として、従来のフランスですとナポレオンが

つくった権威よりも、ちょっと広めの、全部

をやるんではなく、特にそういうものに特化

したような州をつくっていったというのが原

因です。 

 ベルギーの場合は、あそこは言語的にオラ

ンダ語とフランス語とフラマン語という、そ

れから宗教もプロテスタントカトリックで 

――私たちの学問的な言い方をしますと社会

的亀裂といいますが――文化、言語、宗教で

社会に亀裂がいっぱい入っています。これを

一つの国としてまとめていく上で、ある単

位、近そうな単位で自治ができる単位にして

やらないと、この国が壊れてしまうという経

緯があって、州をつくったりしています。 

 ですからヨーロッパは日本と比べると非常

に小さい国ばっかりですよね。大きなフラン

ス、ドイツにしても、日本よりはるかに小さ

い――人口的にはですよ――こういう国は、

片方で多様な文化、社会、あるいは経済的ス

テータスであるとか亀裂が多いので、こうい

うものをうまく回避するための州制度という

のが創設されたんだろうと思います。でも、

そのときにそれぞれのところにある県をなく

そうなんという議論はやっていません。です

から日本の道州制の議論は極めてユニーク

な、多分どこの国もやったことのない極めて

ユニークな試みだろうと思います。 

 それから最初にお尋ねいただきました県

の、まあ県という単位は一番初めに見ていた

だきましたように律令制国家からすら見られ

る単位ですよね。これを、例えば今、鳥取の

60～70万が熊本市より小さいという言い方も

できれば、とはいえ、あそこは昔からあんな

ところですが、やはり一つの文化圏であり、

神話も共有しているところであり、人口が尐

なくても自分たちは鳥取県民である、このア

イデンティティーは多分簡単には壊れない。

であれば逆に、それを壊すよりも生かすとい

うことを考えるべきであり、佐賀や鳥取や島

根というのが県として存在価値がないよとい

うのは、何かちょっとよそ者がいうのは要ら

ぬお世話のような気がするんですよね。彼ら

自身が多分、いや一緒になりたい、あるいは

県を合併するとか、そういうものをつくられ

るのなら、それはそれでありなんでしょうけ

れども、一律に人口の多寡や面積の広さで再

度そこに人々が帰属意識を持てる、アイデン

ティティーを持てるものをつくるというの

は、とても時間のかかる、市町村合併の経験

からしても、とても時間のかかる大変なプロ

ジェクトだろうと思います。 

 ですから、ある意味で県という単位は、今

とても重要な単位であり、でもそれを行政の

単位と必ずしも一致させなくてもいいという

議論はあるかもしれませんが、それは論の立

て方で、最適規模とか、行政サービスの提供

能力とか、人口規模とか経済規模とか、いろ

いろ言い方はあると思います。 

 済みません、ちょっとお答えになってない

かもしれません。でも、県という単位は、そ

れなりに意味のある大事な単位かなと思って

います。 
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○溝口幸治委員長 ありがとうございまし

た。 

 執行部はいいですか。 

 はい、それではほかにありませんので、こ

れで質疑を終了いたします。 

 上野先生におかれましては、大変お忙しい

中に貴重なお話をまことにありがとうござい

ました。 

 今回のお話を生かして、さらに議論を深め

てまいりたいというふうに思っております。 

 上野先生におかれましては、ますます御健

勝にて御活躍いただきますように、心からお

祈りいたします。 

 最後に、上野先生に大きな拍手をお願いい

たします。（拍手） 

 これをもちまして、第17回道州制問題等調

査特別委員会を閉会いたします。お疲れさま

でした。 

  午後２時52分閉会 
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